
～
～
～

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

10.5

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 2.0 2.4

事業全体
の投資効
率性

基準年度

2.2
資産（-10%～+10%） 2.1 2.3

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が保全される。
② 避難所である公民館が土砂災害から保全される。

残工期（+10%～-10%） 2.2

C:総費用(億円) 2.9 B/C 2.2

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：0.23ha　　世帯数：4世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：主要地方道下仁田臼田線　等

平成３０年度
B:総便益
(億円)

6.3 B-C 3.4

2.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・丸山沢は、一級河川雨川へ流入する土石流危険渓流であり、斜面の荒廃により大雨時における土砂流出が懸念されている。
・渓流には流出した土砂が堆積した不安定土砂が存在し、土石流発生の素因になっており、土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域にも指
定されている。
・保全対象には、人家4戸、公民館1棟、県道がある。土石流が発生した場合には、県道の寸断による住民の孤立化や雨川に天然ダムが形成さ
れることによる2次災害が危惧される。
・地域防災計画において避難所に指定されている公民館は、土砂災害特別警戒区域内に位置している。

＜達成すべき目標＞
　土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への直接的な被害を防止、軽減するととも
に、下流河川への流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

総事業費
（億円）

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３４年度

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工、渓流保全工

事業名
（箇所名）

丸山沢事業間連携砂防等事業
担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県佐久市

担当課
水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

＜新規事業採択時評価＞
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丸山公会場
(地域防災計画
での避難所）

県道下仁田臼田線 至 佐久

砂防堰堤計画地

至 下仁田

丸山沢事業間連携砂防等事業位置図

丸山沢 佐久市 丸山

位置図

長野県

まるやまさわ さ く し まるやま

丸山沢

流域
土砂災害特別警戒区域
土砂災害警戒区域

道路

凡例
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事業名
（箇所名）

所沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県
担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県佐久市

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３２年度

総事業費
（億円）

5.3

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・所沢は土石流危険渓流であり、下流には保全対象として人家70戸及び第一次緊急輸送路である国道254号がある。
・流域内は、渓床勾配が急であるとともに平成19年の台風による山腹の崩落が見られ、渓流内には不安定土塊が残り、豪雨時には土石流となり
流出する危険性がある。

＜達成すべき目標＞
　土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への直接的な被害を防止、軽減するととも
に、下流河川への流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

残事業費（+10%～-10%） 7.6

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：3.70ha　　世帯数：70世帯　　重要公共施設：4施設　　主要交通機関：国道254号　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成３０年度
B:総便益
(億円)

57 41.9

全体事業（Ｂ／Ｃ）

B-C 50B/C 8.2C:総費用(億円) 6.9

残工期（+10%～-10%） 8.2 8.2

EIRR
（％）

8.9

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

資産（-10%～+10%） 7.7 8.7

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が保全される。
② 緊急輸送路である国道254号が保全される。

感度分析

＜新規事業採択時評価＞
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所沢事業間連携砂防等事業位置図

所沢 佐久市 苦水

位置図

長野県

ところさわ さ く し にがみず

佐
久

市

8
3
0

8
2
0

8
1
0

8
2
0

8
5
0

8
6
0

860

83
0

8
5
0

8
30

8
1
0

7
9
0

840

8
2
0

8
8
3
.
1

8
2
3
.
2

8 6
0

9
0
1
.
4

89
0

9
1
0

8
9
5
.
0

9
1
0
.
9

9
0
3
.
7

0
2
.
1

佐
久

市

970

960

850

870

900

890

900

910

88
0

900

8
6
0

8
7
0

920

9 3
0

9 5 0
9 0

0
9 20

920

900

930

9 2
0

9 5 0

8 8
0

9 1 0

8 8 0

840

880

900

860

880

9
2
0

97
0

90
0

910

930

8
7
0
.
9

8
4
3
.
1

8
5
9
.
4

8
9
7
.
4

8
9
1
.
1

8
9
3
.
6

8
8
6
.
8

9
1
1
.
0

9
0
3
.
9

9
0
6
.
5

9
0
4
.
7

9
3
7
.
0

9
3
2
.
7

9
3
6
.
5

9
3
4
.
6

9
3
5
.
9

9
1
8
.
2

1
0
4
0

1
0
4
0

1
0
3
0

1
0
2
0

1
0
6
0

1
0
6
1
.
2

1
0
2
9
.
0

1
0
2
7
.
1

1030

9
7
0

9
8
0

1
0
0
0

9
7
0

9
6
0

980

9
5
0

940

9 6
0

950

9 4 0

940

9
5
0

9
5
0

9
8
0

930

960

9
6
0

96
0

1010

1
0
2
0

1
0
2
0

1000

10
0
0

102
0

1060

1080

1
1
00

1
08

0

1
0
5
0

1 0
7 0

1
0
1
2
.
8

9
7
8
.
9

9
3
4
.
8

9
6
3
.
4

9
2
3
.
0

9
8
0
.
8

9
7
7
.
3

9
4
6
.
6

9
5
0
.
8

9
8
0
.
4

1
0
0
5
.
1

9
9
3
.
5

9
7
4
.
8

1
0
0
4
.
8

1
0
0
8
.
0

1
0
8
0

1
0
5
0

1
0
4
0

1120

1
1 1

0

1
1
0
0

1
0
9
0

1
1
1 0

1
1
6
0

1
2
2
0

1
1
8
0

1
2
0
0

1
0
5
7
.
5

1
1
9
8
.
8

1
1
4
2
.
9

1
1
5
7
.
5

1
0
6
5
.
4

1
0
8
5
.
1

1
0
4
4
.
2 1

1
9
2
.
7

1
2
3
9
.
9

1
2
3
2
.
7

1
2
3
3
.
4

1
2
3
6
.
3

1
2
3
5
.
9

1
2
3
5
.
8

1
2
3
2
.
7

1
2
3
1
.
1

1
2
3
3
.
5

1
0
8
0

1
1
0
0

1 0
4 0

1
1
3
0

11
10

1
2
0
0

1
1
9
0

1070

1080
11

00

1
1
4
4
.
8

1
0
4
7
.
1

1
1
1
1
.
2

1
0
4
5
.
1

1
0
5
7
.
5

水系基準点 A=1.01km
2

整備率115.3(0.0)%

土石流基準点 A=0.96km
2

整備率115.3(0.0)%

0.
00

0.
10

0
.2

0

0.
30

0
.4

0

0.
5
0

0
.6

0

0
.
57

0
.7

0

0
.8

0

0.
90

1.
0
0 1
.
10

1.
2
0

1.
3
0

1
.3

8

1
.4

0

1.
50

1.
60

1
.
70

1
.8

0

1
.9

0

2.
00

2.10

2
.
20

2.
3
0

2.
4
0

2
.
44

2
.5

0

2
.6

0

2.
65

2.70

2.80

2
.
90

3
.0

0

2
.
70

2.
80

2.
90

3
.0

0

0.
8
0

0
.8

7

0
.9

2

1
.
03

1
.
11

1
.5

0

1
.5

7

1.79

1
.6

2

1.66

1.73

1
.8

4

1.88

1.94

1.98

1.86

2.
0
0

2
.0

9

2.07

2.09

1.75
1
.8

0

1
.8

8

1.
99

2
.2

7

2.36

2.42

2.50

0.64

0
.
79

2.60

2.72

2.
55

2
.
63

2.
6
8

2
.
70

2
.7

6

2.57
2.60

2.65

2.60

2.65

2.70

2.70

2.75

2
.
74

2.78

2
.7

9

0-
1

L=
40
0m

0-2

L=390m

0-4

L=110m

0-
5

L=
10
0m

1-3

L=210
m

0-6

L=200m

0-
7

L=
27
0m
(L
=1
70
m)

1-5

L=150m

0-
9

L=
16
0m

0-8
L=430m(L=220m)

1-7L=140m(L=60m)

1-8L=110m

0-12

L=100 m

1-10
L=220m

2-1

L=
21
0m

1-4L=190m

1-6

L=140m

1-9
L=630m

3-1
L=2440m

2.77

1 -
1

L=
1 2

0 m

1-2
L=150m

2-2
L=110m

0-1
3

L=5
20m

(L=
420

m)

2
.1

5

0-3
L=150m

0-11

L=40m

0-10

L=50m

0-14L=100m

えん堤工(不透過型)       

H=5.0m,L=20m,Q=3m
3
/s

補助基準点1支渓流

整備率 112.5(0.0)%A=0.03km
2

えん堤工(不透過型)       

H=5.5m,L=30m,Q=4m
3
/s

補助基準点2支渓流

整備率 102.4(0.0)%A=0.04km
2

えん堤工(不透過型)

H=5.0m,L=26m,Q=2m
3
/s

補助基準点3支渓流

整備率 120.0(0.0)%A=0.01km2

えん堤工(透過型)

H=4.5m,L=16m,Q=2m
3
/s

補助基準点5支渓流

整備率 103.7(0.0)%A=0.02km2

えん堤工(透過型)

H=5.0m,L=20m,Q=6m
3
/s

補助基準点6支渓流

整備率 103.5(0.0)%A=0.07km2

えん堤工(透過型)

H=8.5m,L=62m,Q=26m
3
/s

補助基準点7支渓流

整備率 117.9(0.0)%A=0.39km2

2.78

えん堤工(不透過型)      

H=5.0m,L=27m,Q=36m
3
/s

補助基準点4支渓流

整備率 162.5(0.0)%A=0.57km2

砂防堰堤計画地

公民館

流域
土砂災害警戒区域

道路

凡例
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事業名
（箇所名）

大森沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県
担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県南相木村

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３２年度

総事業費
（億円）

0.8

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・土砂災害防止に関する基礎調査(土石流)において、土砂災害特別警戒区域(レッドゾーン)が、谷出口(土石流基準点)より下流で広範囲(約
0.9ha)に設定され、平成23年4月に指定されている。
・流域内には斜面の荒廃がみられ、大雨時における土砂流出が懸念されている。

＜達成すべき目標＞
　土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への直接的な被害を防止、軽減するととも
に、下流河川への流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

残事業費（+10%～-10%） 5.8

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：0.9ha　　世帯数：21世帯　　重要公共施設：4施設　　主要交通機関：県道栗尾見上線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成３０年度
B:総便益
(億円)

20 18.2

全体事業（Ｂ／Ｃ）

B-C 17B/C 5.9C:総費用(億円) 3.5

残工期（+10%～-10%） 5.9 5.9

EIRR
（％）

6.0

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

資産（-10%～+10%） 5.5 6.3

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が保全される。

感度分析

＜新規事業採択時評価＞
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大森沢事業間連携砂防等事業位置図

大森沢 南相木村 栗生川

位置図

長野県

おおもりざわ みなみあいきむら くりゅうがわ

栗生川公民館

県道栗生見上線

至 佐久

大森沢
A=0.42k㎡

村道

砂防堰堤計画地 流域
土砂災害特別警戒区域
土砂災害警戒区域

道路

凡例
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～

事業名
（箇所名）

秋山沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県
担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県川上村

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３６年度

総事業費
（億円）

2.1

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・秋山沢は土石流危険渓流であり、下流には保全対象である人家・公共施設（川上第二小学校、川上第二保育園（指定避難場所））・緊急輸送路
（村道・県道）があり、保全の必要性が非常に高い。
・流域内は急峻な地形であり、脆弱なため山腹のいたるところで崩壊が生じ、崩壊地直下では横浸食を起こし、不安定土塊が多く堆積している。
そのため、次期出水時に下流へ土砂災害をもたらす可能性が非常に高い。

＜達成すべき目標＞
　土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への直接的な被害を防止、軽減するととも
に、下流河川への流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

残事業費（+10%～-10%） 2.8

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：2.53ha　　世帯数：9世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：村道　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成３０年度
B:総便益
(億円)

26 13.1

全体事業（Ｂ／Ｃ）

B-C 17B/C 2.9C:総費用(億円) 9.1

残工期（+10%～-10%） 2.9 2.9

EIRR
（％）

3.0

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

資産（-10%～+10%） 2.6 3.1

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が保全される。
② 指定避難所である小学校、保育園が土砂災害からの保全される。

感度分析

＜新規事業採択時評価＞
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秋山沢事業間連携砂防等事業位置図

秋山沢 川上村 秋山

位置図

長野県

あきやまざわかわかみむらあきやま

砂防堰堤計画地
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その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

資産（-10%～+10%） 5.1 5.9

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が保全される。

感度分析

5.5C:総費用(億円) 4.8

残工期（+10%～-10%） 5.5 5.5

EIRR
（％）

5.8残事業費（+10%～-10%） 5.2

便益の主
な根拠

世帯数：16世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：国道141号　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成３０年度
B:総便益
(億円)

26 27.6

全体事業（Ｂ／Ｃ）

B-C 21B/C

総事業費
（億円）

2.7

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・大月川は、長野県小海町に位置し流域面積は26.9㎢、平均渓床勾配1/8の急流な渓流である。流域は八ヶ岳を源流とし、急峻かつ広大であるた
め、出水時には多大な土砂流出が予想されるが、現況整備率は70.5%に止まっている。
・保全対象としては、人家16戸、緊急輸送路である国道141号がある。
・地質は脆弱な八ヶ岳火山噴出堆積物であり、随所で荒廃が進み渓流内に不安定な土砂が堆積している。
・平成27年11月30日には土砂崩落が発生し法面対策工事を実施している。
　以上のことなどから、地域住民の生命と生活を土砂災害から守るとともに国土を保全するため、砂防事業を実施する必要がある。

＜達成すべき目標＞
　土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への直接的な被害を防止、軽減するととも
に、下流河川への流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

実施箇所 長野県小海町

主な事業
の諸元

主要施設：堰堤嵩上工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３２年度

事業名
（箇所名）

大月川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県
担当課長名 今井　一之

＜新規事業採択時評価＞
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大月川事業間連携砂防等事業位置図

大月川 小海町 芦平

位置図

長野県

おおつきがわ こうみまち あしだいら

国道141号

砂防堰堤嵩上工計画地
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その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

資産（-10%～+10%） 68.5 77.3

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が保全される。
② 避難所である公民館の土砂災害からの安全性が高められる。

感度分析
残工期（+10%～-10%） 72.9 72.9

EIRR
（％）

607.4

全体事業（Ｂ／Ｃ）

B-C 131B/C 72.9

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：7.87ha　　世帯数：142世帯　　重要公共施設：5施設　　主要交通機関：主要地方道小諸軽井沢線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成３０年度
B:総便益
(億円)

133

残事業費（+10%～-10%） 68.3 78.2

C:総費用(億円) 1.8

総事業費
（億円）

1.4

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・栃木川は、浅間山山麓に位置し、流域面積は0.40㎢、平均河床勾配1/6の土石流危険渓流である。（ランクⅠ）
・流域の地質は脆弱な火山噴出物であり、土石流発生の素因となっている。
・下流域には人家142戸、集会所2箇所、公民館１棟、主要地方道小諸軽井沢線（浅間サンライン）等がある。県道の寸断による住民の孤立化も危
惧されるため、早急な土石流対策が必要となっている。

＜達成すべき目標＞
　土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への直接的な被害を防止、軽減するととも
に、下流河川への流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３２年度

実施箇所 長野県小諸市

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工

担当課
水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県
担当課長名 今井　一之

事業名
（箇所名）

栃木川事業間連携砂防等事業

＜新規事業採択時評価＞
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栃木川事業間連携砂防等事業位置図

栃木川 小諸市 菱平

位置図

長野県
とちぎがわ こもろし ひしだいら

砂防堰堤計画地

主要地方道小諸軽井沢線
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担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県上田市

事業名
（箇所名）

御屋敷の沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 平成31年度 完了 平成32年度

総事業費
（億円）

2.1

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、平成16年に土砂流出が発生しており被害が生じた。
・その後の降雨により事業区域の渓流に土砂堆積がみられる。
・下室賀地区の家屋や公共施設等への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　下室賀地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等
への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

平成３０年度
B:総便益
(億円)

13 C:総費用(億円) 2.7 B/C 4.7 B-C 10.0

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：10ha　　世帯数：14世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：一般県道真田新田線、上田市道　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が14戸から0戸に軽減する。
② 事業実施により土砂・洪水氾濫区域内人口が35人から0人へ軽減する。
③ 事業実施により交通寸断を回避し地域生活への負担を軽減する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

22.2

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 4.3 5.1
残工期（+10%～-10%） 4.7 4.7
資産（-10%～+10%） 4.4 4.9

＜新規事業採択時評価＞
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御屋敷の沢事業間連携砂防等事業位置図

御屋敷の沢 上田市 下室賀

位置図

長野県

おやしきのさわ うえだし しもむろが

上手組集会所

県道真田新田線

流域
土砂災害警戒区域

凡例

砂防堰堤計画地
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が16戸から1戸に軽減し、避難所である「入軽井沢公民館」が保全され
る。
② 事業実施により土砂・洪水氾濫区域内人口が40人から2人へ軽減され、第二次緊急輸送路である主要地方道長野真田線が保全される。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

19.8

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 3.9 4.1
残工期（+10%～-10%） 4.0 4.0
資産（-10%～+10%） 3.5 4.2

平成３０年度
B:総便益
(億円)

15 C:総費用(億円) 3.7 B/C 4.0 B-C 11.3

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：8ha　　世帯数：16世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：主要地方道長野真田線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

1.3

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、土石流が発生した場合、最大約８ha、約16戸の人家が被災する恐れがある。また、危険が想定される区域内には、避難施設で
ある「入軽井沢公民館」や第二次緊急輸送路に位置付けられている主要地方道長野真田線などが存在し、被災時には甚大な被害が予想され
る。
・豪雨等により事業区域の渓流及び河川に土砂堆積がみられる。

＜達成すべき目標＞
　真田町傍陽地域において、降雨が発生した際に土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集
落等への直接的な被害・防止を軽減するとともに、避難所に指定されている「入軽井沢公民館」や第二次緊急輸送路に位置付けられている主要
地方道長野真田線の保全を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３３年度

担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県上田市

事業名
（箇所名）

此入沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

＜新規事業採択時評価＞
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此入沢事業間連携砂防等事業位置図

（主）長野真田線

位置図

長野県

此入沢 上田市 傍陽
このいりさわ うえだし そえひ

入軽井沢公民館
（避難所）

流域
土砂災害特別警戒区域
土砂災害警戒区域

凡例

砂防堰堤計画地
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担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県長和町

事業名
（箇所名）

四泊川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３３年度

総事業費
（億円）

2.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、平成28年に土砂災害が発生しており、人家や国道152号に土砂が流出する等の被害が生じた。
・その後の豪雨等により事業区域の渓流及び河川に土砂堆積がみられる。

＜達成すべき目標＞
　四泊地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等へ
の直接的な被害・防止を軽減するとともに、避難所に指定されている「四泊・落合集落農事集会所」や第一次緊急輸送路である国道152号の保全
を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

平成３０年度
B:総便益
(億円)

14 C:総費用(億円) 2.5 B/C 5.6 B-C 11.6

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：5ha　　世帯数：17世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：国道152号　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が17戸から0戸に軽減し、避難所である「四泊・落合集落農事集会所」が
保全される。
② 事業実施により土砂・洪水氾濫区域内人口が43人から0人へ軽減され、第一次緊急輸送路である国道152号が保全される。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

26.9

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 5.2 6.0
残工期（+10%～-10%） 5.6 5.6
資産（-10%～+10%） 5.2 5.9

＜新規事業採択時評価＞
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四泊川事業間連携砂防等事業位置図

四泊川 長和町 四泊

位置図

長野県

よどまりがわ ながわまち よどまり

四泊・落合集落
農事集会所
（避難所）

（国）142号

四泊川

砂防堰堤計画地

流域
土砂災害特別警戒区域
土砂災害警戒区域

凡例
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が112戸から0戸に軽減し、災害時要援護者施設である特別養護老人
ホーム「長寿園」が保全される。
② 事業実施により土砂・洪水氾濫区域内人口が280人から0人へ軽減され、主要地方道別所丸子線が保全される。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

189.0

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 34.5 43.2
残工期（+10%～-10%） 37.2 37.2
資産（-10%～+10%） 36.1 38.4

平成３０年度
B:総便益
(億円)

76 C:総費用(億円) 2.1 B/C 37.1 B-C 74.3

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：14ha　　世帯数：112世帯　　重要公共施設：19施設　　主要交通機関：主要地方道別所丸子線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

1.3

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、土石流が発生した場合、最大約14ha、約110戸の人家が被災する恐れがある。また、危険が想定される区域内には、災害時要
援護者施設である特別養護老人ホーム「長寿園」や主要地方道別所丸子線などが存在し、被災時には甚大な被害が予想される。
・豪雨等により事業区域の渓流及び河川に土砂堆積がみられる。

＜達成すべき目標＞
　上田市塩田別所地域において、降雨が発生した際に土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行
い、集落等への直接的な被害・防止を軽減するとともに、災害時要援護者施設である特別養護老人ホーム「長寿園」や主要地方道別所丸子線の
保全を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３２年度

担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県上田市

事業名
（箇所名）

上手沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

＜新規事業採択時評価＞
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上手沢事業間連携砂防等事業位置図

上手沢 上田市 別所

位置図

長野県

わでさわ うえだし べっしょ

上手沢

上手沢 上田市 別所

流域
土砂災害警戒区域

凡例

砂防堰堤計画地

主要地方道 別所丸子線
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担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県上田市

事業名
（箇所名）

内の山沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３２年度

総事業費
（億円）

1.6

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・内の山沢は土石流基準点における流域面積が1.27km2、平均渓床勾配1/7.6の渓流である。直近の災害履歴は定かでないが土石流危険渓流
に指定されており、河道内には古い土石流流出物の堆積がみられる。
・氾濫想定区域には人家2戸の他、市道、その他道路、橋梁および公共宿泊施設（東京都練馬区立少年自然の家）などが存在する。流域内に
は、土石流対策施設が無く、ひとたび大雨が降ると多量の土砂及び流木の流出が起こり、下流部に土砂災害を引き起こす危険性がある。

＜達成すべき目標＞
・内の山沢に砂防堰堤を整備することにより、土砂・洪水氾濫等による人家等への被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

平成３０年度
B:総便益
(億円)

16 C:総費用(億円) 3.2 B/C 4.9 B-C 12.7

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：3.51ha　　世帯数：2世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：県道(主)美ヶ原公園沖線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される重要公共施設が２施設から０施設に軽減する。
② 事業実施により土砂・洪水氾濫区域内保全対象戸数が２戸から０戸へ軽減される。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

23.3

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 4.7 5.5
残工期（+10%～-10%） 5.0 4.9
資産（-10%～+10%） 5.4 4.4

＜新規事業採択時評価＞
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内の山沢事業間連携砂防等事業位置図

内の山沢 上田市 内の山

位置図

長野県

うちのやまさわ うえだし うちのやま

砂防堰堤計画地

248



～
～
～

事業名
（箇所名）

大沢川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県
担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県下諏訪町

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３３年度

総事業費
（億円）

3.9

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
大沢川は、霧ヶ峰西南の山麓部を源とし、諏訪湖へと流入する土石流危険渓流である。下流部には高木区公民館、老人集会施設、民家等保全
対象人家178戸が密集している。また、重要路線である国道20号、JR中央本線があり、ひとたび土石流が発生した場合、その被害は甚大である。

＜達成すべき目標＞
　平成18年７月の大雨により諏訪地域で土砂災害が発生した。このことから地元では、防災意識が高まり砂防事業へ強い要望がある。また、ソフ
ト対策として、地区防災マップを作成作成するなどし、地域住民による活動も活発である。
　以上のことなどから、大沢川に砂防施設を整備することで、下流域に存在する人家178戸、要配慮者利用施設及び避難所、国道20号、JR中央
本線、町道を保全し、地域の安全性向上を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：15ha　　世帯数：178世帯　　重要公共施設：7施設　　主要交通機関：国道20号、JR中央本線、町道　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成３０年度
B:総便益
(億円)

141 B-C 137.2
EIRR
（％）

1912C:総費用(億円) 4.2 B/C 33.6

38.6
残事業費（+10%～-10%） 30.6 37.3

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

資産（-10%～+10%） 32.5 34.7

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 大沢川に砂防施設を整備することで、下流域に存在する人家178戸、要配慮者利用施設及び避難所、国道20号、JR中央本線、町道を保全し、
地域の安全性向上を図る。

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）

残工期（+10%～-10%） 33.5

＜新規事業採択時評価＞
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大沢川事業間連携砂防等事業位置図
位置図

長野県

大沢川 諏訪郡下諏訪町 高木
おおさわがわ すわぐんしもすわまち たかぎ

JR中央本線

国道２０号

土砂災害
警戒区域

大沢川

諏訪湖

至 諏訪市

至 岡谷市

砂防堰堤計画地
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その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

資産（-10%～+10%） 25.1 27.0

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
①栃久保川に砂防施設を整備することで、下流域に存在する人家１２２戸、中央自動車道西宮線、県道を保全し、地域の安全性向上を図る。

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 23.7 28.9
残工期（+10%～-10%） 25.9 27.2

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：26ha　　世帯数：122世帯　主要交通機関：中央自動車道西宮線、県道岡谷茅野線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成３０年度
B:総便益
(億円)

85
EIRR
（％）

558C:総費用(億円) 3.3 B/C 26.1 B-C 82

総事業費
（億円）

2.7

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・栃久保川は、岡谷南西部の有賀峠に端を発し、諏訪湖へ流入する。流域面積は０．３４km2で、土石流危険渓流である。平成18年7月の梅雨前
線豪雨により、土石流による災害が発生した。下流部に重要交通幹線である中央自動車道西宮線、県道等が通過する他、民家等保全対象人家
122戸が密集しており、ひとたび土石流が発生した場合、その被害は甚大である。
＜達成すべき目標＞
　平成18年7月の梅雨前線豪雨による災害への対応として砂防床固め工1基、山腹工の整備が行われたが、下流扇状地内に土砂災害特別警戒
区域が設定され、平成19年3月に指定されたこともあり、地元から砂防事業への強い要望がある。
　以上のことなどから、栃久保川に砂防施設を整備することで、下流域に存在する人家、、重要交通幹線等を保全し、地域の安全性向上を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３３年度

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工

担当課
水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県
今井　一之担当課長名

事業名
（箇所名）

栃久保川事業間連携砂防等事業

実施箇所 長野県岡谷市

＜新規事業採択時評価＞
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栃久保川事業間連携砂防等事業位置図

位置図

長野県

栃久保川 岡谷市 湊
とちくぼかわ おかやし みなと

流域図

中央自動車道西宮線

栃久保川

主要地方道岡谷・茅野線

諏訪湖

土砂災害
警戒区域

砂防堰堤計画地
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 前島川及び藤原川に砂防施設を整備することで、下流域に存在する人家138戸、要配慮者利用施設及び避難所、県道を保全し、地域の安全
性向上を図る。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

147.5

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%）

B-C 79

13.8
資産（-10%～+10%） 13.1 14.3

B:総便益
(億円)

86 C:総費用(億円) 6.2 B/C

12.5 15.2
残工期（+10%～-10%） 13.7

平成３０年度

13.7

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：88ha　　世帯数：138世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：県道諏訪茅野線、県道茅野停車場八子ヶ峰公園線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

実施箇所 長野県茅野市

総事業費
（億円）

8

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・前島川は、茅野市の東部に位置し、霧ヶ峰高原に端を発し、藤原川が合流したのち上川へ流入する。流域面積は１２．５９km2で、それぞれ土石
流危険渓流Ⅰである。昭和５８年台風１０号に伴う豪雨により、氾濫決壊し大きな被害を受けた。
　前島川は、土石流により隣接する藤原川にも影響を与える可能性があり、土砂洪水氾濫の危険性が高い。土砂洪水氾濫により県道等が寸断さ
れた場合、地域の生活や経済に与える影響は極めて大きい。

＜達成すべき目標＞
　昭和５８年台風１０号による被災同様の被害を受けた近隣の檜沢川、茅野横河川には砂防堰堤が整備済みであり、地元から前島川における砂
防事業へ強い要望がある。また、ソフト対策として、地区防災マップを作成作成しており、地域住民の防災意識も高い。
　以上のことなどから、前島川及び藤原川に砂防施設を整備することで、下流域に存在する人家138戸、要配慮者利用施設及び避難所、県道を
保全し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

主な事業
の諸元

主要施設：土石流堆積工、砂防堰堤工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３８年度

事業名
（箇所名）

前島川大規模特定砂防事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県
担当課長名 今井　一之

＜新規事業採択時評価＞
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前島川大規模特定砂防事業位置図
位置図

長野県

前島川 茅野市 北大塩
まえしまがわ ちのし きたおおしお

茅野横河川

上川

檜沢川

前島川

藤原川

県道諏訪茅野線

土砂災害
警戒区域

県道茅野停車場
八子ヶ峰公園線

砂防堰堤計画地

土石流堆積工計画地
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担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県飯島町

事業名
（箇所名）

矢の沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３３年度

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：6.4ha　　世帯数：20世帯　　主要交通機関：中央自動車道、県道飯島飯田線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

1.2

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・矢の沢は、土石流危険渓流であり、土砂災害警戒区域には人家20戸および重要交通幹線である中央自動車道・県道飯島飯田線が存在する。
・昭和58年9月台風15号により、土石流が発生し、一部の人家が床下浸水している。
・流域の上流側の渓岸に崩落地が多く見られる他、倒木も河道内に多く存在していることから、次期出水時には下流の氾濫区域に多大被害を与
えることが考えられる。

＜達成すべき目標＞
　降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い本渓流において集中的な対策施設の整備を行い、人家や重要幹線である中
央自動車道等の被害を軽減することにより、地域住民の生命と生活を土砂災害から守るとともに国土を保全する。
　中央自動車道等が寸断された場合の地域生活や経済に与える影響は大きく、道路事業と連携し、集中的に安全性を向上させる必要がある。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

平成３０年度
B:総便益
(億円)

15 C:総費用(億円) 5.7 B/C 2.7 B-C 9.6

2.8
資産（-10%～+10%） 2.6 2.8

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が20 戸から0戸に軽減する。
② 事業実施により重要交通幹線である中央自動車道や県道への被害が軽減される。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

9.9

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 2.4 3.0
残工期（+10%～-10%） 2.7

＜新規事業採択時評価＞
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矢の沢事業間連携砂防等事業位置図

矢の沢 上伊那郡飯島町 七久保

位置図

長野県

やのさわ かみいなぐんいいじままち ななくぼ

矢の沢

砂防堰堤計画地

流域
土砂災害警戒区域

凡例
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事業名
（箇所名）

唐沢川事業間連携砂防等事業
担当課

課長　今井 一之

水管理・国土保全局
砂防部砂防計画課

事業
主体

長野県
担当課長名

実施箇所 長野県駒ヶ根市

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３３年度

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：118.8ha　　世帯数：107世帯　　重要公共施設：6施設　　主要交通機関：主要地方道伊那生田飯田線、市道　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

3.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域である本流域は、天竜川水系天王川の支流で流域面積1.61km2、平均渓床勾配1/5の急流な渓流であり、氾濫想定区域には、人家
107戸の他、災害弱者関連施設（病院、精神障害者社会復帰施設）、学校、公民館等、公共施設が数多く存在する。
・流域の中～上流部の渓床には土石流により形成されたと思われる堆積物が多量に認められるとともに、下流域の渓床には巨礫を主体とする土
砂が厚く堆積している。又、支流には沢ぬけ型崩壊が数箇所確認され、崩壊残土が下流部に堆積する。これらのことから、計画規模の洪水時に
は、不安定土砂が流出し、下流に多大な被害をもたらすことが予想される。

＜達成すべき目標＞
　東伊那地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等
への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。
・砂防事業を実施し、堰堤を整備することにより、東伊那伊那耕地地区の人命、資産等を保全する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

平成３０年度
B:総便益
(億円)

81 C:総費用(億円) 5.3 B/C 15.4 B-C 75

15.4
資産（-10%～+10%） 15.9 14.9

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、著しい危害が想定される人家が16戸から0戸に、主要地方道78ｍが0ｍに軽減する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

74.8

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 17.1 14.0
残工期（+10%～-10%） 15.3

＜新規事業採択時評価＞
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唐沢川事業間連携砂防等事業位置図

唐沢川 駒ヶ根市 東伊那

位置図

長野県

からさわがわ こまがねし ひがしいな

唐沢川

砂防堰堤計画地

砂防堰堤計画地

砂防堰堤計画地

流域
土砂災害特別警戒区域
土砂災害警戒区域

凡例
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担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県辰野町

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業名
（箇所名）

楡沢事業間連携砂防等事業
担当課 事業

主体
長野県

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３５年度

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：22.8ha　　世帯数：236世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：国道153号、県道　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

4.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、平成18年に土砂流出が発生しており、人家や国道１５３号線に土石流等による甚大な被害が発生する可能性がある。

＜達成すべき目標＞
　上伊那辰野地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集
落等への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

平成３０年度
B:総便益
(億円)

358 C:総費用(億円) 4.5 B/C 79.6 B-C 354

79.6
資産（-10%～+10%） 76.2 83.0

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が２３６戸から０戸に軽減する。

② 事業実施により土砂・洪水氾濫区域内人口が７７０人から０人へ軽減される。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

52

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 73.1 87.4
残工期（+10%～-10%） 79.6

＜新規事業採択時評価＞
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楡沢事業間連携砂防等事業位置図

楡沢 辰野町 伊那富

位置図

長野県

にれさわ たつのまち いなとみ

砂防堰堤計画地

国道１５３号
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が22戸から0戸に軽減する。
② 事業実施により土砂・洪水氾濫区域内人口が6,000人から0人へ軽減される。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

47.1

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 2.6 3.2
残工期（+10%～-10%） 2.9 3.0
資産（-10%～+10%） 2.8 3.0

平成３０年度
B:総便益
(億円)

28 C:総費用(億円) 9.5 B/C 2.9 B-C 18.1

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：13.1ha　　世帯数：22世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：県道深沢阿南線、村道栗代線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

5.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、平成２５年の台風１８号により土砂災害が発生しており、人家や県道阿南根羽線、村道橋梁が土石流等による甚大な被害が生じ
た。
・その後の豪雨により事業区域の渓流及び河川に浸食進行や不安定土砂堆積がみられる。
・再度発生により、阿智村浪合地区家屋や公共施設等への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　浪合地区において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等へ
の直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３４年度

担当課長名 課長　今井 一之

実施箇所 長野県阿智村

事業名
（箇所名）

栗代川大規模特定砂防事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

＜新規事業採択時評価＞
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県道深沢阿南線

栗代川

砂防堰堤計画地

栗代川大規模特定砂防事業位置図

栗代川 阿智村 矢越

位置図

長野県

くりしろがわ あちむら やごし
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が113戸から0戸に軽減する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

8.1

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 4.3 4.6
残工期（+10%～-10%） 4.5 4.5
資産（-10%～+10%） 4.2 4.7

平成３０年度
B:総便益
(億円)

62 C:総費用(億円) 14 B/C 4.5 B-C 48

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：7.24ha　　世帯数：113世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：国道152号

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

5.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、平成22年に災害が発生しており、人家や国道152号が浸水等により甚大な被害が生じた。
・改修区間は、飯田市遠山地区の中心市街地を流下しており、集落、幹線道路が密集しているため、土石流等により大きな被害が想定される。

＜達成すべき目標＞
　当該地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において、流下能力が不足している区間について改修
を行い、集落等への直接的な被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

主な事業
の諸元

主要施設：堆積工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３５年度

担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県飯田市

事業名
（箇所名）

小池沢大規模特定砂防事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

＜新規事業採択時評価＞
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小池沢 飯田市 和田

位置図

長野県

こいけさわ いいだし わだ

（国）152号

堆積工計画地

264



～
～
～

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が18戸から0戸に軽減する。
② 事業実施により土砂・洪水氾濫区域内人口が50人から0人へ、災害時要配慮者数が0人から0人へ、電力機能停止による影響人口が0人から0
人へ、通信停止による影響人口が0人から0人へ軽減される。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

17.2

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 6.0 7.3
残工期（+10%～-10%） 6.5 6.5
資産（-10%～+10%） 7.8 8.5

平成３０年度
B:総便益
(億円)

20 C:総費用(億円) 3.0 B/C 6.6 B-C 17

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：約5.5ha　　世帯数：18世帯　主要交通機関：主要地方道飯田富山佐久間線、ＪＲ飯田線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

1.4

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、人家や主要地方道飯田富山佐久間線、ＪＲ飯田線が土石流等により被災する恐れがある。

＜達成すべき目標＞
　下伊那地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等
への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３２年度

担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県泰阜村

事業名
（箇所名）

大古川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

＜新規事業採択時評価＞
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大古川事業間連携砂防等事業位置図

大古川 泰阜村 温田

位置図

長野県

おおごがわ やすおかむら ぬくた

大古川

砂防堰堤計画地

流域
土砂災害警戒区域

凡例
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担当課長名 課長　今井 一之

実施箇所 長野県松川町

事業名
（箇所名）

中の村沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工、渓流保全工、遊砂工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３３年度

総事業費
（億円）

3.2

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域の渓流上流部には脆弱な堆積物および倒木があり、今後の豪雨により下流部への流出被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・中の村地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への
直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

平成３０年度
B:総便益
(億円)

12 C:総費用(億円) 4.6 B/C 2.6 B-C 7.2

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：10.5ha　　世帯数：30世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：県道伊那生田飯田線、町道8号線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が30戸から0戸に軽減する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

15

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 2.3 2.9
残工期（+10%～-10%） 3.0 2.6
資産（-10%～+10%） 2.3 2.8

＜新規事業採択時評価＞

267



中の村沢事業間連携砂防等事業位置図

中の村沢 松川町 中の村

位置図

長野県

なかのむらさわ まつかわまち なかのむら

河床堆積物
④

⑧

③
②

至 豊橋
市

⑥

下流保全状
況

砂防堰堤計画地
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 土石流基準点における整備率が0%から100%に改善する。
② 事業実施により土砂災害特別警戒区域内の人家が21戸から0戸へ、災害時要配慮施設数への被害軽減、国道19号、JR中央本線等被害軽減
効果が期待される。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

9.3

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 1.7 0.6
残工期（+10%～-10%） 1.6 2.0
資産（-10%～+10%） 1.6 2.0

平成３０年度
B:総便益
(億円)

9.0 C:総費用(億円) 5.0 B/C 1.8 B-C 4.0

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：400ha　　世帯数：37世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：国道19号、ＪＲ中央本線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

5.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、下流への土砂流出は発生していないものの、上流域に急勾配で大規模な斜面の崩壊が存在する。
・事業区域の渓流においては不安定な転石や堆積土砂がみられる。

＜達成すべき目標＞
　日義地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等へ
の直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３６年度

担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県木曽町

事業名
（箇所名）

尻平沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

＜新規事業採択時評価＞
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国道19号

尻平沢事業間連携砂防等事業位置図

位置図

長野県

尻平沢 木曽町 日義
しっぺいさわ きそまち ひよし

砂防堰堤計画地
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
①当該渓流の保全対象には、避難路が含まれており、土砂災害により集落の孤立化の恐れがあることから、速やかな土砂災害対策が必要であ
る。砂防施設の整備により、保全対象である集落、避難路への直接的な被害を防止するとともに、流出土砂量を低減し土砂・洪水氾濫による被害
を軽減する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

11.6

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 2.4 2.9
残工期（+10%～-10%） 2.6 2.6
資産（-10%～+10%） 2.8 2.4

平成３０年度
B:総便益
(億円)

6.9 C:総費用(億円) 2.7 B/C 2.6 B-C 4.3

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：1.2ha　　世帯数：39世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：村道大沢線

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

1.9

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・本渓流は、脆弱な花崗岩から成る流域面積1.41km2の土石流危険渓流(ランクⅠ)であり、上流域には崩壊地が存在し、渓床には不安定な土砂
が堆積しているため、豪雨等により土石や倒木が流出する恐れがある。また、避難路となっている村道が土砂災害により遮断されると、集落が孤
立化する恐れがある。

＜達成すべき目標＞
・当該渓流の保全対象には、避難路が含まれており、土砂災害により集落の孤立化の恐れがあることから、速やかな土砂災害対策が必要であ
る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３３年度

担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県大桑村

事業名
（箇所名）

大沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

＜新規事業採択時評価＞
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大沢事業間連携砂防等事業位置図

大沢 大桑村 和村

位置図

長野県

おおさわ おおくわむら わむら

(一)木曽川

大沢

(国)１９号
避難場所
(公民館和村分館)

砂防堰堤計画地
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 砂防施設の整備により、保全対象である民家、町役場、鉄道、国道への直接的な被害を防止するとともに、流出土砂量を低減し土砂・洪水氾
濫による被害を軽減する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

423

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 82.8 101.2
残工期（+10%～-10%） 91.4 90.8
資産（-10%～+10%） 82.0 100.2

平成３０年度
B:総便益
(億円)

474 C:総費用(億円) 5.2 B/C 91.1 B-C 469

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：12.28ha　　世帯数：603世帯　　重要公共施設：12施設　　主要交通機関：国道19号、ＪＲ中央本線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

5.8

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、下流への土砂流出は発生していないものの、上流域に旧崩壊地や土石流流出跡が認められる。
･事業区域の流域内においては不安定な転石や堆積土砂がみられる。

＜達成すべき目標＞
･万郡地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への
直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３６年度

担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県木曽町

事業名
（箇所名）

万郡沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

＜新規事業採択時評価＞
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万郡沢事業間連携砂防等事業位置図

万郡沢 木曽郡 木曽町 万郡

位置図

長野県

まんごおりさわ きそぐん きそまち まんごおり

砂防堰堤計画地

国道19号

木曽川

県道鳥居本町線

JR中央本線
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
①砂防施設の整備により、保全対象の病院・介護老人保健施設等への直接的な被害を軽減するとともに、下流河川へのに流出土砂量を低減
し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

38

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 7.5 9.3
残工期（+10%～-10%） 8.4 8.3
資産（-10%～+10%） 7.5 9.1

平成３０年度
B:総便益
(億円)

32 C:総費用(億円) 3.9 B/C 8.3 B-C 28

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：4.6ha　　世帯数：29世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：県道、町道　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

1.3

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・本流域は木曽町の西部に位置し、地質は砂岩から成る流域面積0.27km2、最大渓床勾配1/3の土石流危険渓流Ⅰである。保全対象として県立
木曽病院（避難場所）、介護老人保健施設アイライフきそ（災害時要配慮者利用施設）、県道川合中畑線（木曽町地域防災計画の緊急輸送路に
指定）、人家29戸が存在し、豪雨時には土石流が発生した場合、地域の生活や経済に与える影響は極めて大きい。そのため、砂防施設の整備に
より土砂災害から地域住民の生命や財産を守る必要がある。

＜達成すべき目標＞
　木曽町福島地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集
落等への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川へのに流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３２年度

担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県木曽町

事業名
（箇所名）

ゼンメイ沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

＜新規事業採択時評価＞
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ｾﾞﾝﾒｲ沢事業間連携砂防等事業位置図

ｾﾞﾝﾒｲ沢 木曽郡 木曽町 児野

位置図

長野県

ぜんめいさわ きそぐん きそまち ちごの

砂防堰堤計画地

276



～
～
～

担当課長名 課長　今井 一之

実施箇所 長野県塩尻市

事業名
（箇所名）

川鳥沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３２年度

総事業費
（億円）

1.3

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・上流側にルーズな堆積土砂が広く分布している。最上流の堆積土砂は崩落土起源とみられる。
・比較的規模の大きな降雨時に、小規模ながら土砂が下流へ流出している。
・谷出口付近には小規模な土砂流出の痕跡があり、数年～10数年間隔で土砂が流出していると考えられる。

＜達成すべき目標＞
　塩尻市南原地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集
落等への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

平成３０年度
B:総便益
(億円)

28 C:総費用(億円) 3.0 B/C 9.3 B-C 25

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：1.1ha　　世帯数：52世帯　　重要公共施設：1施設　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が５２戸から０戸になる。
② 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される要配慮者利用施設が１施設から０施設になる。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

47.1

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 11.5 14.0
残工期（+10%～-10%） 12.6 12.6
資産（-10%～+10%） 12.2 13.1

＜新規事業採択時評価＞
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川鳥沢事業間連携砂防等事業位置図

川鳥沢 塩尻市 南原

位置図

長野県

かわとりさわ しおじりし みなみはら

村川楢

号

９
１

道

国

線

本

央

中

川

井

良

奈

9 2 2 . 0 6

9 1 5 . 9 2

932.6

901.2

900.5

901.8

971.3

947.4

1125.9

1179.8

1080.3

1035.9

1015.9

985.9

922.5

903.1

970.5

1006.8

1019.7

1076.6

1093.5

1099.1

1116.1

1129.1

1060.3

1049.6

998.3

1019.7

953.9

1052.6

1007.8

972.9

970.7

944.8

943.9

908.5

908.2

918.4

909.2

904.3

906.1

928.8

907.2

912.9

934.1

948.5

930.2

934.4

911.6

923.3

922.6

942.6

934.9

942.6

942.6

1012.3

1004.4

954.5

896.6

905.1

901.6

913.2

907.1

915.6933.6

929.1

938.9

931.9

955.2

966.1

995.5

900.9

901.9

906.1

907.5

903.1

903.9

903.2

901.9

898.5

902.2

898.6

903.2

904.5

904.9

905.8

913.2

913.5

905.4

909.6

906.3

904.2

916.5 917.2

919.2

923.4

砂防堰堤計画地
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担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県塩尻市

事業名
（箇所名）

馬沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部砂
防計画課

事業
主体

長野県

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３２年度

総事業費
（億円）

1.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
　・土石流危険渓流ランクⅠに該当しているが、砂防対策施設はない。
　・土石流基準点より上流には不安定土砂や倒木が多く見られる。
　・記録に残る土石流の発生はないものの、谷出口には土砂流出跡が見られる。
　・土砂災害防止法に基づく警戒区域内には地域防災計画の避難地や3戸の人家が保全対象として存在している。
＜達成すべき目標＞
　・木曽平沢地域において豪雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、土砂
災害から人命・財産を保全する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

平成３０年度
B:総便益
(億円)

3.1 C:総費用(億円) 1.8 B/C 1.7 B-C 1.3

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：4.91ha　　世帯数：３世帯　　重要公共施設：１施設　　主要交通機関：市道420m　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が3戸から0戸に軽減する。
② 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される避難所施設数が1施設から0施設へ軽減する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

7.6

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 1.6 1.9
残工期（+10%～-10%） 1.7 1.7
資産（-10%～+10%） 1.6 1.8

＜新規事業採択時評価＞
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馬沢事業間連携砂防等事業位置図

長野県

位置図

馬沢 塩尻市 木曽平沢
うまさわ しおじりし きそひらさわ

砂防堰堤計画地
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～
～
～

事業の効
果等

・当該事業を実施することにより、土砂災害特別警戒区域から土砂災害警戒区域へ軽減される。
・精神的損害額（資産被害に伴う精神的損害抑止に伴う利益）が軽減される。
・交通途絶被害軽減効果（道路などが不通となった場合、迂回に必要な経費の増加分）が軽減される。
・安心感向上効果（土砂災害に対する地域住民の不安感を抑制する効果）が向上する。
・生産性向上効果（土砂災害が減少することによる土地の生産性向上）が向上する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

51

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 10.9 12.4
残工期（+10%～-10%） 11.3 11.6
資産（-10%～+10%） 11.5 12.9

平成３０年度
B:総便益
(億円)

63 C:総費用(億円) 5.5 B/C 11.6 B-C 58

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：0.01ha　　世帯数：82世帯　　重要公共施設：4施設　　主要交通機関：主要地方道松本和田線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

3.6

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・海岸寺沢では平成29年に畑地に土砂が流出し、海岸寺沢と合流する薄川では平成18年に洪水が発生した。周辺では、女鳥羽川で昭和34年に
洪水や土石流、流木が発生し、松本市内の被害が懸念される。
・海岸寺沢の土砂整備率は1.1％と低く、土砂災害特別警戒区域内には、公民館や上水道施設等が存在し、これらの施設の被害が懸念される。
・平成27年3月に改定された長野県地震被害想定調査で松本盆地東縁断層帯の地震による震度は、6強となっており、地震時の土砂災害リスク
は高まっている。

＜達成すべき目標＞
　入山辺地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等
への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３４年度

担当課長名 課長　今井 一之

実施箇所 長野県松本市

事業名
（箇所名）

海岸寺沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

＜新規事業採択時評価＞

281



海岸寺沢事業間連携砂防等事業位置図

海岸寺沢 松本市 東桐原

位置図

長野県

かいがんじさわ まつもとし ひがしきりはら

(主
)松
本
和
田
線

薄川

砂防堰堤計画地
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～
～
～

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
〇　計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が１０９戸から０戸に軽減する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

30

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 18.5 22.7
残工期（+10%～-10%） 20.4 20.3
資産（-10%～+10%） 21.9 19.1

平成３０年度
B:総便益
(億円)

87 C:総費用(億円) 4.3 B/C 20.4 B-C 82.5

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：22ha　　世帯数：109世帯　　重要公共施設：4施設　　主要交通機関：主要地方道須坂中野線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

1.7

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、平成２２年に土砂流が発生しており、耕作地や用水路に被害が生じた。
・流域地質は脆弱（火砕岩類）で山林植生も悪く、今後の豪雨時に土石流が発生すると下流域の人家109戸や公共施設等に被害が想定されてい
る。

＜達成すべき目標＞
　樽沢川流域において豪雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等
への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３２年度

担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県高山村

事業名
（箇所名）

樽沢川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

＜新規事業採択時評価＞
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砂防堰堤計画地
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～
～
～

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

資産（-10%～+10%） 2.1 2.4

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が13戸から0戸に、重要公共施設が2施設から0施設に軽減する。

感度分析
残工期（+10%～-10%） 2.3 2.2

EIRR
（％）

10.3

全体事業（Ｂ／Ｃ）

B-C 4.9B/C 2.2

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：4.6ha　　世帯数：13世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：県道飯山妙高高原線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成３０年度
B:総便益
(億円)

8.8

残事業費（+10%～-10%） 2.0 2.5

C:総費用(億円) 3.9

総事業費
（億円）

3.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・内の巻川は上水内郡信濃町古海地区に位置し、流域面積0 .08 6km 2(土石流基準点)、流路長L=0. 4k m の渓流である。平均渓床勾配は1 /3
と急勾配であり、計画流出量4 ,98 4ｍ 3 (土砂4 ,900ｍ 3、流木84ｍ 3)で、土石流危険渓流（ ランクⅠ ） に該当する。
・当渓流はこれまで災害の発生は報告されていないが、土石流基準点より下流の高燥な扇状地地形(氾濫原)は過去の土石流によって形成され
たものであり、同様に流域内には洪水、土石流により形成されたと思われる堆積物が多量に認められる。また、流域の荒廃率は10％ 以上であ
り、山腹には倒木も多数存在する等、土砂、流木流出の危険性が高まっている。

＜達成すべき目標＞
・想定氾濫区域には人家13 戸の他、診療書(要配慮者利用施設)、旧古海小学校(避難所)、信濃町の地域防災計画上緊急輸送路に指定されて
いる県道、町道が存在する。現在、内の巻川には土石流、流木対策施設が存在しないため、計画規模の洪水時には、不安定土砂、流木が流出
し、下流に多大な被害をもたらすことが予想される。今回、砂防堰堤を設置することで、下流への土砂流出を調整・抑制し、人家、道路等公共施設
の保全を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：土石流等による被害の軽減
・施策目標：土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３３年度

実施箇所 長野県信濃町

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工、渓流保全工

担当課
水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県
担当課長名 今井　一之

事業名
（箇所名）

内の巻川事業間連携砂防等事業

＜新規事業採択時評価＞
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内の巻川事業間連携砂防等事業位置図

内の巻川 信濃町 古海

位置図

長野県

うちのまきがわ しなのまち ふるみ

飯山妙高高原線

砂防堰堤計画地

286



～
～
～

担当課
水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県
事業名
（箇所名）

西の入事業間連携砂防等事業

平成３３年度

担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県飯綱町

事業期間 事業採択 平成３１年度

2.7 B/C

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工

総事業費
（億円）

1.6

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・現在流域の上流側では荒廃している箇所も見られることから土石流が発生する危険性がある。
・氾濫想定区域には小学校、福祉施設と言った複数の公共施設（災害時要配慮者利用施設）、主要地方道である長野信濃線等の被害が懸念さ
れる。

＜達成すべき目標＞
・高坂地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等への
直接的な被害・防止を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：土石流等による被害の軽減
・施策目標：土砂災害の防止・減災を推進する

完了

資産（-10%～+10%） 23.9 27.0

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：86ha　　世帯数：77世帯　　重要公共施設：3施設　　主要交通機関：主要地方道長野信濃線、一般県道野村上停車場線、町道
等

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成３０年度
B:総便益
(億円)

69 C:総費用(億円)

23.1 28.3

25.4 B-C 66

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
・計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される公共施設（災害時要配慮者利用施設）、主要地方道である長野信濃線等の保
全される。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

116

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%）
残工期（+10%～-10%） 25.5 25.3

＜新規事業採択時評価＞
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西の入事業間連携砂防等事業位置図

西の入 飯綱町 高坂北

位置図

長野県
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つ つ じ ヶ 原 別 荘 地

高 坂

飯

綱
東
高

原

飯 綱 町

飯 綱 町

飯 綱 町

上村

高 岡 別 荘 地

飯 綱 町

川 上

高 岡 別 荘 地

飯 綱 町

夏川

飯 綱 町

飯 綱 町

高
岡

別
荘
地

飯 綱 町

飯 綱 町

野村上

逆 谷 地 湿 原 長 野 市

牟 礼 西 小学 校

牟 礼 西 児童 館

(
主
)
長
野
信
濃
線

(
一
)
野
村
上
牟
礼
(
停
)
線

(一 )
八蛇

川

た め池

砂防堰堤計画地
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担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県山ノ内町

事業名
（箇所名）

寒沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部砂
防計画課

事業
主体

長野県

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３４年度

総事業費
（億円）

2.4

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・寒沢は土石流危険渓流であり、上流部では多くの倒木が見られ出水時に土砂災害を引き起こすおそれがある。
・平成22年3月29日付けで土砂災害警戒区域及び特別警戒区域が指定されており、警戒区域内に人家122戸及び特別養護老人ホーム、さらに公
民館等避難所4施設が立地しているほか、特別警戒区域内にも人家15戸が立地している。

＜達成すべき目標＞
　上記のことから、土砂災害の防止を図り早期に砂防施設が必要である。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

平成３０年度

20.1 B-C 79

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：0.43ha　世帯数：122世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：県道３４２号線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度
B:総便益
(億円)

83 C:総費用(億円) 4.1 B/C

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家及び公民館１２３戸の被害が軽減する。
② 事業実施により土砂・洪水氾濫区域内によるりんご等の農作物被害及び、県道の交通途絶被害が軽減される。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

92

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 22.1 18.1
残工期（+10%～-10%） 20.0 20.1
資産（-10%～+10%） 19.7 20.7

＜新規事業採択時評価＞
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寒沢事業間連携砂防等事業位置図

寒沢 山ノ内町 寒沢

位置図

長野県

さむさわ やまのうちまち さむさわ

県道宮村湯田中（停）線

砂防堰堤計画地

290



～
～
～

23.5
資産（-10%～+10%） 26.5 27.3

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が４５戸から０戸に軽減する。
② 事業実施により土砂氾濫区域内にあり、被害が想定される集会所（指定避難所）１施設への被害が軽減される。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

1504

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 21.3 26.0
残工期（+10%～-10%） 23.7

23.5 B-C 38

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：2.6ha　　世帯数：45世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：国道117号　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度
B:総便益
(億円)

40 C:総費用(億円) 1.7 B/C

総事業費
（億円）

1.6

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・蛇抜沢は土石流危険渓流であり、流域では崩壊痕跡や転石等が見られ、土石流発生の恐れがある。
・平成22年3月29日に土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域が指定されており、警戒区域内に人家45戸、国道117号(第一次緊急輸送
路)、村道及び虫生集会所(指定緊急避難場所)が立地しているほか、特別警戒区域内にも人家2戸が立地している。

＜達成すべき目標＞
　虫生地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等へ
の直接的な被害・防止を軽減するとともに、流出土砂量を低減し、土砂氾濫による被害を軽減する。
・砂防事業を実施し、土砂の流出を抑制することにより、虫生地区の人命、資産等を保全する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

平成３０年度

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３３年度

担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県野沢温泉村

事業名
（箇所名）

蛇抜沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

＜新規事業採択時評価＞
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蛇抜沢事業間連携砂防等事業位置図

蛇抜沢 野沢温泉村 虫生

位置図

長野県
じゃぬけさわ のざわおんせんむら むしう

国道117号

土砂災害警戒区域

土砂災害特別警戒区域

砂防堰堤計画地
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15.2
資産（-10%～+10%） 14.4 16.2

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が96戸から0戸に軽減する。
② 事業実施により土砂氾濫区域内にあり、被害が想定される要配慮者利用施設１施設、緊急避難施設２施設、公共施設７施設への被害がそれ
ぞれ０施設に軽減される。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

207

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 13.8 16.9
残工期（+10%～-10%） 15.4

15.3 B-C 75

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：44ha　　世帯数：96世帯　　重要公共施設：7施設　　主要交通機関：市道1-103号線、ＪＲ飯山線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度
B:総便益
(億円)

80 C:総費用(億円) 5.2 B/C

総事業費
（億円）

6.1

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、昭和４４年に土砂災害が発生しており、人家や市道等が土石流等による甚大な被害が生じた。
・渓床内には、基岩の風化によって発生した土砂や転石が不安定な状態で堆積している。
・土砂災害が発生した場合には、静間地区の家屋や公共施設等への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　飯山地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等へ
の直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。
・砂防対策事業を実施し、土砂の流出を抑制することにより、静間地区の人命、資産等の保全を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

平成３０年度

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３６年度

担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県飯山市

事業名
（箇所名）

田草川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

＜新規事業採択時評価＞
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田草川事業間連携砂防等事業位置図

田草川 飯山市 静間

位置図

長野県

たくさがわ いいやまし しずま

砂防堰堤計画地
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6.5
資産（-10%～+10%） 6.2 7.0

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が４５戸から０戸に軽減する。
② 事業実施により土砂氾濫区域内にあり、被害が想定される公民館（指定避難所）１施設への被害が軽減される。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

40

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 6.0 7.3
残工期（+10%～-10%） 6.6

6.6 B-C 31

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：2.7ha　　世帯数：45世帯　　主要交通機関：一般県道馬曲木島（停）線、村道　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度
B:総便益
(億円)

37 C:総費用(億円) 5.6 B/C

総事業費
（億円）

6.4

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
戸立沢は土石流危険渓流であり、流域では崩壊痕跡や転石等が見られ、土石流発生の恐れがある。また平成20年3月27日に土砂災害警戒区域
及び土砂災害特別警戒区域が指定されており、警戒区域内に人家45戸及び避難所が立地しているほか、特別警戒区域内にも人家1戸が立地し
ている。さらに、警戒区域内を通る県道への影響により集落約60戸が孤立する懸念がある。

＜達成すべき目標＞
　上千石地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等
への直接的な被害・防止を軽減するとともに、流出土砂量を低減し、土砂氾濫による被害を軽減する。
・砂防事業を実施し、土砂の流出を抑制することにより、上千石地区の人命、資産等を保全する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

平成３０年度

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３６年度

担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県木島平村

事業名
（箇所名）

戸立沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部砂
防計画課

事業
主体

長野県

＜新規事業採択時評価＞
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戸立沢事業間連携砂防等事業位置図

戸立沢木島平村 上千石

位置図

長野県

こだちさわ きじまだいらむら うわせんごく

県道 馬曲木島（停）線

砂防堰堤計画地
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について流域の土砂流木整備率が66％から74％へ向上し流域一帯の被害は軽減される。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

322

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 15.8 19.2
残工期（+10%～-10%） 17.3
資産（-10%～+10%） 18.3 16.2

B-C 121

17.3

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：5.5ha　世帯数：1,245世帯　　重要公共施設：7施設　　主要交通機関：国道292号、長野電鉄　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

5.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、平成元年に大規模な山腹崩壊が発生している（約40万ｍ3）。
・その後の豪雨により事業区域の渓流及び河川に土砂堆積がみられる。
・平成３年には地すべりが発生し、流出した崩壊土砂による河道閉塞のおそれがある。
・この地すべりによる河道閉塞の形成・決壊により、穂波地区、湯田中温泉街の家屋や公共施設等への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　横湯川流域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等
への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

平成３０年度
B:総便益
(億円)

128 C:総費用(億円) 7.4 B/C 17.3

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３４年度

担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県山ノ内町

事業名
（箇所名）

横湯川事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

＜新規事業採択時評価＞
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横湯川事業間連携砂防等事業位置図

横湯川 山ノ内町 落合

位置図

長野県

よこゆかわ やまのうちまち おちあい

砂防堰堤計画地
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担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県筑北村

事業名
（箇所名）

滝の沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３３年度

総事業費
（億円）

2.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
　滝の沢は、土石流危険渓流であり、近年の災害は無いが、上流域には不安定な土砂が堆積しており、豪雨時など土石流の発生が懸念される。
平成26年度に指定される土砂災害特別警戒区域内に人家3戸が立地し、保全対象には人家18戸の他、緊急輸送路である県道会田西条（停)線
がある。

＜達成すべき目標＞
　当該地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等へ
の直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

平成３０年度

8.1 B-C 13

便益の主
な根拠

世帯数：18世帯　　　主要交通機関：県道会田西条（停）線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度
B:総便益
(億円)

15 C:総費用(億円) 1.8 B/C

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 土石流災害から、人家18戸、県道（第２次緊急輸送路）を保全
② 土砂災害防止法に基づく土砂災害特別警戒区域の解消

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

37

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 7.4 9.0
残工期（+10%～-10%） 8.2 8.2
資産（-10%～+10%） 7.7 8.6

＜新規事業採択時評価＞
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滝の沢事業間連携砂防等事業位置図

滝の沢 東筑摩郡 筑北村 中町

位置図

長野県

たきのさわ ひがしちくまぐん ちくほくむら なかまち
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 土石流災害から、人家53戸、県道、体育館（物資輸送拠点）を保全
② 土砂災害防止法に基づく土砂災害特別警戒区域の解消

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

47

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 11.7 13.8
残工期（+10%～-10%） 13.2
資産（-10%～+10%） 11.4 13.2

B-C 46

12.6

便益の主
な根拠

世帯数：53世帯　　　重要公共施設：1施設　　　主要交通機関：県道会田西条（停）線　　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

4.3

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
　知見寺沢は、土石流危険渓流であり、近年の災害は無いが、上流域には不安定な土砂が堆積しており、豪雨時など土石流の発生が懸念され
る。平成22年度に指定された土砂災害特別警戒区域内に人家6戸が立地し、保全対象には人家53戸の他、会田郵便局および物資輸送拠点であ
る四賀体育館がある。

＜達成すべき目標＞
　当該地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等へ
の直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

平成３０年度
B:総便益
(億円)

50 C:総費用(億円) 4.0 B/C 12.7

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３５年度

担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県松本市

事業名
（箇所名）

知見寺沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

＜新規事業採択時評価＞
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知見寺沢事業間連携砂防等事業位置図

知見寺沢 松本市 知見寺

位置図

長野県

ちけんじさわ まつもとし ちけんじ

砂防堰堤計画地

県道 会田西条線
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が４２戸から０戸に軽減する。
② 事業実施により土砂・洪水氾濫区域内人口が１０５人から０人へ軽減される。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

5.1

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 4.1 4.4
残工期（+10%～-10%） 4.3
資産（-10%～+10%） 4.0 4.5

B-C 25

4.3

便益の主
な根拠

世帯数：42世帯　　　重要公共施設：1施設　　　主要交通機関：県道　　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

4.6

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
　栃平沢は、筑北村の中央部に位置し、流域面積3.8km2の土石流危険渓流である。河床勾配は約1/7と急峻で、次回降雨にて直下に存在する人
家、県道河鹿沢西条(停)線への被害が懸念される。
事業区域では、昭和３４年に土砂災害が発生しており、人家や県道が土石流等による甚大な被害が生じた。

＜達成すべき目標＞
　当該地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等へ
の直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

平成３０年度
B:総便益
(億円)

33 C:総費用(億円) 7.6 B/C 4.3

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３２年度

担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県筑北村

事業名
（箇所名）

栃平沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

＜新規事業採択時評価＞
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県道河鹿沢西条(停)線

栃平沢事業間連携砂防等事業位置図

栃平沢 東筑摩郡筑北村 栃平

位置図

長野県

とちだいらさわ ひがしちくまぐんちくほくむら とちだいら

砂防堰堤嵩上工計画地
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2.8
資産（-10%～+10%） 2.6 2.8

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が33戸から0戸に軽減する。
② 事業実施により土砂災害警戒域内人口が８３人から０人へ軽減される

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

33

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 2.4 3.0
残工期（+10%～-10%） 2.7

2.7 B-C 7.5

便益の主
な根拠

世帯数：33世帯　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：国道403号、ＪＲ篠ノ井線、等

事業全体
の投資効
率性

基準年度
B:総便益
(億円)

12 C:総費用(億円) 4.4 B/C

総事業費
（億円）

2.1

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
下流域の保全対象としては、人家33戸に加え、避難場所にも指定されている麻績村体育館、緊急輸送路にも指定されている国道403号、又ＪＲ篠
ノ井線があり、災害時に必要とされる公共施設もあるため、砂防堰堤工により流出土砂による被害を防止し、民生の安定を図る

＜達成すべき目標＞
上流域は脆弱な地質であり、渓岸浸食が見られるため、降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い。対策施設の整備を行
い、集落等への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

平成３０年度

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工、改築工、渓流保全工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３４年度

担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県麻績村

事業名
（箇所名）

芦澤事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

＜新規事業採択時評価＞
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芦澤事業間連携砂防等事業位置図

芦澤 東筑摩郡麻績村 根尾

位置図

長野県
あしざわ ひがしちくまぐんおみむら ねお

砂防堰堤計画地
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担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県北安曇郡小谷村

事業名
（箇所名）

ビャクボ沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工、渓流保全工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３３年度

総事業費
（億円）

1.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、平成7年7月の集中豪雨時に土石流が発生しており、人家、公共施設に甚大な被害が生じた。
・流域内には土砂が堆積しており、土石流発生時には人家や国道148号等への影響が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　当該地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等へ
の直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：土砂災害等による被害の軽減
・施策目標：土砂災害の防止・減災を推進する

平成３０年度
B:総便益
(億円)

37 C:総費用(億円) 2.6 B/C 14.2 B-C 34.3

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：46.4ha　　人家数：58戸　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：国道148号、ＪＲ大糸線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が58戸から0戸に軽減する。

その他 砂防事業評価委員会において、平成31年度から予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

64

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 12.9 15.8
残工期（+10%～-10%） 13.7 14.2
資産（-10%～+10%） 12.8 15.6

＜新規事業採択時評価＞
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ビャクボ沢事業間連携砂防等事業位置図

ビャクボ沢 白馬村 神城

位置図

長野県

びゃくぼさわ はくばむら かみしろ

砂防堰堤計画地

国道148号

308



～
～
～

担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県小谷村

事業名
（箇所名）

月岡沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工、床固工、抑制工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３３年度

総事業費
（億円）

2.9

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該渓流は流域面積0.06km2、平均渓床勾配1/2.5の小渓流である。流域内に床固工群が設置されているが、土石流時に発生する土砂をすべ
て抑制する効果は見込めない。ひとたび大雨が降ると多大な被害をもたらすおそれがある。

＜達成すべき目標＞
　砂防堰堤1基、床固工3基、抑制工を施工し、氾濫想定区域内の人家8戸、官公署、JR大糸線、国道148号、村道等を保全対象する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

平成３０年度
B:総便益
(億円)

14 C:総費用(億円) 2.7 B/C 5.0 B-C 11

便益の主
な根拠

家屋：11戸、重要公共施設：2施設、主要交通機関：国道148号、村道、JR大糸線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が8戸から0戸に軽減する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

26

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 4.5 5.5
残工期（+10%～-10%） 6.9 4.9
資産（-10%～+10%） 4.5 5.4

＜新規事業採択時評価＞
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月岡沢事業間連携砂防等事業位置図

つきおかざわ きたあずみぐん おたりむら つきおか

月岡沢 北安曇郡小谷村 月岡

位置図

長野県

国道148号

砂防堰堤計画地
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が57戸から0戸に軽減する。
② 計画規模の豪雨による土石流被害について、重要公共施設や主要交通機関等への被害が抑えられる。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

86

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 17.2 20.9
残工期（+10%～-10%） 16.5 18.9
資産（-10%～+10%） 17.0 20.8

平成３０年度
B:総便益
(億円)

51 C:総費用(億円) 2.7 B/C 18.9 B-C 48

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：37.3ha　　人家戸数：57戸　　重要公共施設：3施設　　主要交通機関：国道148号、ＪＲ大糸線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

2.7

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域の渓流内は渓岸崩壊が進んでおり、上流域で数箇所の崩壊地が認められ、下流域では崩壊によって流出した土砂が堆積している。
・事業区息の渓流は土石流危険渓流（ランク１）に指定され、氾濫区域には人家57戸の他、JR大糸線や国道148号、スキー場施設、宿泊施設等
の保全対象がある。
・降雨時には敬称に分布する不安定堆積物が浸食され、土石流により下流域に被害を及ぼす可能性があり、ひとたび土石流が発生した場合、そ
の被害は甚大である。

＜達成すべき目標＞
　佐野地区において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等へ
の直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：土砂災害等による被害の軽減
・施策目標：土砂災害の防止・減災を推進する

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３２年度

担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県白馬村

事業名
（箇所名）

長見山沢北事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

＜新規事業採択時評価＞
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長見山沢北事業間連携砂防等事業位置図

長見山沢北 白馬村 佐野

位置図

長野県

なみやまさわきた はくばむら さの

国道148号

砂防堰堤計画地
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担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県小谷村

事業名
（箇所名）

栂池沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３２年度

総事業費
（億円）

3.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業渓流内には不安定土砂を抱えているために土石流発生時には多くの被害が発生することが懸念される。

＜達成すべき目標＞
　土砂災害防止のための砂防堰堤２基を設置し、下流域の人家６１戸、宿泊施設、避難所の体育館、県道千国北城線および村道等を保全する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

平成３０年度
B:総便益
(億円)

19 C:総費用(億円) 6.5 B/C 2.9 B-C 12.7

便益の主
な根拠

家屋：61戸、重要公共施設：1施設、主要交通機関：県道千国北城線、村道栂池線3、JR大糸線　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が61戸から0戸に軽減する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

20

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 2.7 3.3
残工期（+10%～-10%） 3.5 2.9
資産（-10%～+10%） 2.7 3.2

＜新規事業採択時評価＞
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栂池沢事業間連携砂防等事業位置図

つがいけざわ きたあずみぐん おたりむら つがいけ

栂池沢 北安曇郡小谷村 栂池

位置図

長野県

H7.7月 土砂流出状況
一般県道
千国北城線

砂防堰堤計画地
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事業の効
果等

当該事業を実施することにより、 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が14戸から0戸に軽減する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

7.3

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 1.5 1.8
残工期（+10%～-10%） 1.7 1.6
資産（-10%～+10%） 1.6 1.7

平成30年度
B:総便益
(億円)

11 C:総費用(億円) 6.7 B/C 1.6 B-C 3.8

便益の主
な根拠

家屋：14戸　主要交通機関：村道500m　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

2.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該地域の上・中流部の渓流には過去の出水時に発生した不安定な土砂が大量に堆積しており、土石流の発生源となっている。

＜達成すべき目標＞
・砂防堰堤５基、床固工１基及び渓流保全工を施工し、下流域の人家14戸、地区の公民館及び国道148号等の保全を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減。
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

主な事業
の諸元

砂防堰堤工、床固工、渓流保全工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３９年度

担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県小谷村

事業名
（箇所名）

堂の沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

＜新規事業採択時評価＞
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堂の沢事業間連携砂防等事業位置図

堂の沢 北安曇郡小谷村 虫尾

位置図

長野県

どうのさわ きたあずみぐんおたりむら むしお

砂防堰堤計画地
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担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県小谷村

事業名
（箇所名）

北湯原沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３２年度

総事業費
（億円）

1.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該地域の上・中流部の渓流には過去の出水時に発生した不安定な土砂が大量に堆積しており、土石流の発生源となっている。

＜達成すべき目標＞
・砂防堰堤１基を施工し、下流域の人家８戸、地区の公民館及び国道148号等の保全を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減。
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

平成３０年度
B:総便益
(億円)

5.6 C:総費用(億円) 2.7 B/C 2.0 B-C 2.9

便益の主
な根拠

家屋：8戸　主要交通機関：国道400m、村道900m　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

当該事業を実施することにより、 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が8戸から0戸に軽減する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

9.0

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 1.9 2.4
残工期（+10%～-10%） 2.0 2.3
資産（-10%～+10%） 1.9 2.1

＜新規事業採択時評価＞
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北湯原沢事業間連携砂防等事業位置図

北湯原沢 北安曇郡小谷村 湯原

位置図

長野県

きたゆばらさわ きたあずみぐんおたりむら ゆばら

計画砂防堰堤
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担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県長野市

事業名
（箇所名）

矢沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部砂
防計画課

事業
主体

長野県

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３５年度

総事業費
（億円）

3.8

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、平成23年に山腹崩壊、倒木が発生した。
・渓流のほぼ全線で渓岸の浸食が進んでおり、中流域には不安定な土砂が堆積している。
・土石流の発生により、国道道１９号、長野授産所七二会分所や家屋等への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　本渓流上流域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高く、集中的な対策施設の整備を行い、集落等への直接的
な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

平成３０年度
B:総便益
(億円)

5.0 C:総費用(億円) 3.4 B/C 1.5 B-C 1.6

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：2.6ha　　世帯数：18世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：国道１９号　　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 計画規模の豪雨による土石流被害について、被害が想定される人家が１８戸から０戸に軽減する。
② 事業実施により震災対策緊急輸送路（第一次）である国道１９号の土石流による被害を軽減する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

6.6

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 1.4 1.6
残工期（+10%～-10%） 1.5 1.5
資産（-10%～+10%） 1.3 1.7

＜新規事業採択時評価＞
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矢沢事業間連携砂防等事業位置図

矢沢 長野市 瀬脇

位置図

長野県

やざわ ながのし せわき

国道19号

砂防堰堤計画地
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担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県長野市

事業名
（箇所名）

段ノ原沢事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

主な事業
の諸元

主要施設：砂防堰堤工

事業期間 事業採択 平成３１年度 完了 平成３３年度

総事業費
（億円）

2.1

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、平成16年及び平成18年に豪雨に伴う土砂災害が発生している。
・第三紀層の脆弱な地質により渓岸侵食が進んでおり、河川に土砂堆積がみられる。
・土石流の発生により、災害時要援護者関連施設、診療所、人家２戸、上水道施設、県道、市道への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　小松原地域において降雨が発生した際に、土石流及び流木の発生する可能性が高い渓流において集中的な対策施設の整備を行い、集落等
への直接的な被害・防止を軽減するとともに、下流河川に流出土砂量を低減し、土砂・洪水氾濫による被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

平成30年度
B:総便益
(億円)

8.7 C:総費用(億円) 1.6 B/C 5.4 B-C 7.1

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：18ha　　世帯数：2世帯　　重要公共施設：3施設　　主要交通機関：県道、市道　等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 砂防堰堤を整備することにより、被害が想定される人家が２戸、災害時要援護者関連施設、上水道施設を保全することができる。
② 事業実施により県道犀口下居返線の土石流による被害を軽減する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

31

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 4.9 6.0
残工期（+10%～-10%） 5.1 5.4
資産（-10%～+10%） 4.6 5.6

＜新規事業採択時評価＞
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段ノ原沢事業間連携砂防等事業位置図

段ノ原沢 長野市 小松原

位置図

長野県

だんのはらさわ ながのし こまつばら

県道 犀口下居返線

砂防堰堤計画地
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担当課
水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県
事業名
（箇所名）

引の田地区事業間連携砂防等事業

平成３６年度

担当課長名 今井一之

実施箇所 長野県下伊那郡大鹿村

事業採択 平成31年度 完了

主な事業
の諸元

主要施設：集水井工・横ﾎﾞｰﾘﾝｸ工

事業期間

総事業費
（億円）

4.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、平成19年に土砂災害が発生しており、人家や国道152号、村道が地すべり等による甚大な被害が生じた地すべり変動により道路
の寸断や人家への影響が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・引の田地区において降雨により下流へ流出する土砂について対策施設の整備を行い、地すべり等による国道152号等への被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

基準年度

5.5 B/C 2.5 B-C 8.0

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：0.6ha　　世帯数：１9世帯　　重要公共施設：3施設　　主要交通機関：国道１５２号、村道１－５号線等

事業全体
の投資効
率性

資産（-10%～+10%） 2.2 2.6

平成３０年度
B:総便益
(億円)

13 C:総費用(億円)

2.1 2.6
残工期（+10%～-10%） 2.3 2.6

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 事業実施により地すべり防止区域内30戸に対する被害が軽減される。

その他 砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

11.8

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%）

＜新規事業採択時評価＞
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引の田地区事業間連携砂防等事業位置図

(地)引の田地区

位置図

長野県

ひきのた

（一）青木川

村道

（国）１５２号

実施箇所

凡例
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その他 砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
①当該地区地すべり防止により、被害が想定される人家が64戸を保全できる
②県道飯綱高原・浅川線を保全することにより、交通が遮断されることによる影響を軽減できる。

EIRR
（％）

89.2

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 16.7 20.1
残工期（+10%～-10%） 18.0 18.2

B/C 18.2

資産（-10%～+10%） 17.9 18.4

C:総費用(億円) 2.9

便益の主
な根拠

世帯数：６４世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：県道飯綱高原・浅川線等

平成３０年度
B:総便益
(億円)

53 B-C 50.6

事業全体
の投資効
率性

基準年度

3.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、平成７年に土砂災害が発生しており、人家や県道飯綱高原・浅川線が地すべり等による甚大な被害が生じた。
・また、伺去区、西平区、真光寺区については土砂崩落による被害が想定される。

＜達成すべき目標＞
・浅川南部地区において降雨により下流へ流出する土砂について対策施設の整備を行い、地すべり等による県道飯綱高原・浅川線等への被害
を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：地すべりによる被害の軽減
・施策目標：地すべりの防止・減災を推進する

完了 平成３５年度

総事業費
（億円）

今井一之

事業期間 事業採択 平成３１年度

主な事業
の諸元

主要施設：横ボーリング工  、集水井工

水管理・国土保全局砂防部砂
防計画課

実施箇所 長野県長野市

事業
主体

長野県
担当課長名

事業名
（箇所名）

浅川南部地区事業間連携砂防等事業
担当課

＜新規事業採択時評価＞
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浅川南部地区事業間連携砂防等事業
位置図

(地)浅川地区

位置図

長野県
あさかわなんぶ

至 飯綱町

至 長野市街地

至 信濃町

浅川

地すべり防止区域

実施箇所

凡例
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 下流域の土砂被害について、被害が想定される人家が８３０戸から０戸に軽減する。

その他 砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

110.8

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 10.0 12.1
残工期（+10%～-10%） 10.4 11.7
資産（-10%～+10%） 10.5 12.8

平成３０年度
B:総便益
(億円)

157 C:総費用(億円) 14 B/C 11.7 B-C 143

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：５．５ha　　戸数：８３０戸　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：一般県道宮村湯田中（停）線等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

5.2

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域下流では、戦後の昭和２５年から頻繁に土砂災害が発生しており、人家や長野電鉄木島線に甚大な被害が生じた。
・地すべりによる河道閉塞の形成・決壊により、湯田中温泉地区、渋温泉地区の家屋や公共施設等への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・落合地区において降雨により下流へ流出する土砂について対策施設の整備を行い、地すべり等による湯田中温泉地区、渋温泉地区等への被
害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：土砂災害等による被害の軽減
・施策目標：土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間

総事業費
（億円）

平成３1年度 完了

主な事業
の諸元

主要施設：集水井工、堰堤工、抑止杭工、水路工、管理用道路工

平成３６年度

担当課長名 今井一之

実施箇所 長野県下高井郡山ノ内町

事業採択

事業名
（箇所名）

落合地区事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部砂
防計画課

事業
主体

長野県

＜新規事業採択時評価＞
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落合地区事業間連携砂防等事業位置図

(地)落合地区

位置図

長野県

おちあい

渋・湯田中温泉

落合地すべり区域
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その他 砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

2.8
2.8

2.7
3.5

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）

3.4

B:総便益
(億円)

EIRR
（％）

5.5

3.5

便益の主
な根拠

世帯数：49世帯　　重要公共施設：3施設　主要交通機関：国道19号(第一次緊急輸送路線)、県道穂高明科線等

基準年度

4.8

事業の効
果等

　①当該事業を実施することにより、下流域の人家49戸、国道19号(第一次緊急輸送路線)への地すべりを軽減することができる。

残工期（+10%～-10%）

平成26年度

B-C 3.4

事業全体
の投資効
率性

資産（-10%～+10%）

C:総費用(億円) 1.4 B/C 3.5

残事業費（+10%～-10%）

1.3

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、平成19年に地すべり変状が発生しており、住民が地すべり等によるり生活への不安を余儀なくされた。
・また、高鼻地区について土砂崩落による被害が想定される。

＜達成すべき目標＞
・高鼻地区において降雨により下流へ流出する土砂について対策施設の整備を行い、地すべり等による国道19号への被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

完了 平成３５年度

総事業費
（億円）

担当課長名 今井一之

事業期間 事業採択 平成３１年度

主な事業
の諸元

主要施設：集水井工、横ボーリング工、水路工

担当課
水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

実施箇所 長野県安曇野市

事業
主体

長野県
事業名
（箇所名）

高鼻地区事業間連携砂防等事業

＜新規事業採択時評価＞
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高鼻地区事業間連携砂防等事業位置図

(地)高鼻地区

位置図

長野県

たかはな

50m

実施箇所

凡例
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その他 砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
①地すべり被害について、被害が想定される人家4戸が保全され、被害の軽減が図れる。
②対策工事の実施により道路の安全が確保され、生活基盤を確保する。

EIRR
（％）

4.4

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 1.0 1.2
残工期（+10%～-10%） 1.1 1.1

B/C 1.1

資産（-10%～+10%） 1.1 1.1

C:総費用(億円) 3.7

便益の主
な根拠

世帯数：４世帯　　重要公共施設：2施設　主要交通機関：国道406号等

平成26年度
B:総便益
(億円)

4.0 B-C 0.3

事業全体
の投資効
率性

基準年度

1.2

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、平成26年に土砂災害が発生しており、人家や国道406号が地すべり等による甚大な被害が生じた。
・また、峯方下地区について土砂崩落による被害が想定される。

＜達成すべき目標＞
・地すべり対策事業を実施し、地すべりの安定化を図ることにより、峯方下地区の人命、資産等を保全する。
峯方下地区において降雨により下流へ流出する土砂について対策施設の整備を行い、地すべり等による人家等への被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

完了 平成33年度

総事業費
（億円）

担当課長名 今井　一之

事業期間 事業採択 平成31年度

主な事業
の諸元

主要施設：集水井工、集排水ボーリング工

担当課
水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

実施箇所 長野県北安曇郡白馬村

事業
主体

長野県
事業名
（箇所名）

峯方下地区事業間連携砂防等事業

＜新規事業採択時評価＞
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峯方下地区事業間連携砂防等事業位置図

(地)峯方下地区
みねかたした

実施範囲

凡例
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 当該地区の地下水位の低下が図られる。
② 当該地区の地すべりブロックの計画安全率が向上し下流の人家と国道を保全する。

その他 砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

5.7

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 1.3 1.7
残工期（+10%～-10%） 1.2 1.6
資産（-10%～+10%） 1.6 1.6

平成26年度
B:総便益
(億円)

6.1 C:総費用(億円) 3.8 B/C 1.6 B-C 2.3

便益の主
な根拠

家屋数：60戸　　　重要公共施設：1施設　　主要交通機関：村道等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

3.8

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、平成13年に地すべりが発生しており、人家や国道148号について地すべりによる被害および河道閉塞による湛水、氾濫被害が想
定される。

＜達成すべき目標＞
・栂池地区の地すべりブロックにおいて対策施設の整備を行い、地すべり等による国道148号等への被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：地すべりによる被害の軽減
・施策目標：土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間

総事業費
（億円）

平成31年度 完了

主な事業
の諸元

事業内容：集水井工、集水ボーリング工

平成33年度

担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県北安曇郡小谷村

事業採択

事業名
（箇所名）

栂池地区事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

＜新規事業採択時評価＞
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栂池地区事業間連携砂防等事業位置図

（地）栂池地区

位置図

長野県

つがいけ

実施箇所

凡例
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担当課
水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県
事業名
（箇所名）

黒倉地区事業間連携砂防等事業

平成３３年度

担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県北安曇郡小谷村

事業採択 平成３１年度 完了

主な事業
の諸元

主要施設：集水井工

事業期間

総事業費
（億円）

1.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、平成18年に地すべりが発生しており、中土地区の人家や村道について地すべりによる被害および河道閉塞による湛水、氾濫被
害が想定される。

＜達成すべき目標＞
・黒倉地区の地すべりブロックにおいて対策施設の整備を行い、地すべり等による人家等への被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：地すべり等による被害の軽減
・施策目標：地すべり災害の防止・減災を推進する

基準年度

2.6 B/C 1.8 B-C 2.0

便益の主
な根拠

世帯数：7世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：村道1600m等

事業全体
の投資効
率性

資産（-10%～+10%） 1.6 2.0

平成30年度
B:総便益
(億円)

4.6 C:総費用(億円)

1.6 2.0
残工期（+10%～-10%） 1.6 2.0

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 地すべり災害により被害が想定される人家が7戸から0戸に軽減する。
② 地すべり災害による、交通が遮断されることによる影響を軽減できる。
③当該対策工事により道路の通行確保により生活基盤を確保する。

その他 砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

8.0

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%）

＜新規事業採択時評価＞
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黒倉公民館

←中谷川

黒倉地区事業間連携砂防等事業位置図

（地）黒倉地区

位置図

長野県

くろくら
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事業名
（箇所名）

市場1号地区事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

実施箇所 長野県北安曇郡小谷村

事業
主体

長野県
担当課長名 今井　一之

事業期間 事業採択 平成３１年度

主な事業
の諸元

集水ボーリング工,排水ボーリング工 ,吹付法枠工 ,明暗渠工,水路工

総事業費
（億円）

完了 平成３６年度

事業全体
の投資効
率性

基準年度

3.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・（地）市場１号は、過去に数回の地すべり活動が発生している地域であり、平成23年までに対策工を実施し、地すべり活動の安定化が図られて
いたが、平成26年11月22日の長野県北部を震源とする地震により地すべりが再滑動が始まり、県道の通行止めと、公共施設が機能低下をもたら
し、被害が想定される。

＜達成すべき目標＞
　地すべり対策工事の実施により、人家、公共施設、唯一の生活路線である県道を保全し、上流の集落の孤立を防ぐとともに、一大観光拠点であ
る雨飾山および小谷温泉への交通を確保する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

世帯数：1世帯、重要公共施設：3施設、主要交通機関：県道川尻小谷糸魚川線等

平成２６年度
B:総便益
(億円)

22 B-C 15C:総費用(億円) 7.0 B/C 3.2

資産（-10%～+10%） 2.6 3.5

2.9 3.5
残工期（+10%～-10%） 2.9 3.5

その他 砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
①当該地すべり地区における地下水位の低下により、地すべりブロックの計画安全率向上が図られる。
② 地すべり災害による、交通が遮断されることによる影響を軽減できる。
③　地すべりによる人家の倒壊と避難等による地域生活の不利益を軽減できる。

EIRR
（％）

14

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%）

＜新規事業採択時評価＞
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市場1号地区事業間連携砂防等事業位置図

いちばいちごう

（地）市場1号

位置図

長野県

実施箇所

凡例
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事業名
（箇所名）

大沢地区事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

実施箇所 長野県北安曇郡小谷村

事業
主体

長野県
担当課長名 今井　一之

事業期間 事業採択 平成３１年度

主な事業
の諸元

根止め工、,横ボーリング工　,水路工

総事業費
（億円）

完了 平成３３年度

事業全体
の投資効
率性

基準年度

0.9

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・大沢は、長野県北安曇郡小谷村に位置し、山腹に多くの崩壊や地すべりが存在し、過去に降雨・融雪時期には数回の地すべりが発生している。
平成26年11月22日の長野県北部を震源とした地震により、多数の亀裂や崩落が見つかり、地すべりが再滑動が始まり、県道の通行止めと、人家
等の被害により住民生活に影響をもたらす。

＜達成すべき目標＞
　地すべり対策工事の実施により、唯一の生活路線である県道を保全し、上流の集落の孤立を防ぐとともに、一大観光拠点である雨飾山および
小谷温泉への交通を確保する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

世帯数：5世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：県道川尻小谷糸魚川線等

平成２６年度
B:総便益
(億円)

6.4 B-C 3.1C:総費用(億円) 3.3 B/C 2.0

資産（-10%～+10%） 1.8 2.2

1.8 2.2
残工期（+10%～-10%） 1.8 2.2

その他 砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
①当該地すべり地区における地下水位の低下により、地すべりブロックの計画安全率向上が図られる。
②地すべりによる人家の倒壊と避難等による地域生活の不便を軽減できる。
③ 地すべり災害による、交通が遮断されることによる影響を軽減できる。

EIRR
（％）

8.8

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%）

＜新規事業採択時評価＞
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大沢地区事業間連携砂防等事業位置図

おおさわ

（地）大沢地区

位置図

長野県
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
①  地すべり災害による、交通が遮断されることによる影響を軽減できる。
②　地すべりによる人家の倒壊と避難等による地域生活の不便を軽減できる。

その他 砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

25.2

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 5.0 6.2
残工期（+10%～-10%） 4.7 5.5
資産（-10%～+10%） 5.0 6.1

平成27年度
B:総便益
(億円)

8.9 C:総費用(億円) 1.6 B/C 5.5 B-C 7.3

便益の主
な根拠

家屋数：5戸　　重要公共施設：3施設　　主要交通機関：村道等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

1.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、平成26年に地すべりが発生しており、人家3戸が全壊する等の甚大な被害が生じた。
・地すべりによる河道閉塞の形成・決壊により、神久地区の家屋や公共施設等への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・地すべり対策事業を実施し、地すべり等による人家等への被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：地すべりによる被害の軽減
・施策目標：土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間

総事業費
（億円）

平成31年度 完了

主な事業
の諸元

事業内容：横ボーリング工、アンカー工、水路工

平成３３年度

担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県北安曇郡小谷村

事業採択

事業名
（箇所名）

神久地区事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

＜新規事業採択時評価＞
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神久地区事業間連携砂防等事業位置図

(地）神久地区

位置図

長野県
かんきゅう

一級河川
中谷川

実施箇所

凡例
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担当課
水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県
事業名
（箇所名）

虫尾地区事業間連携砂防等事業

平成33年度

担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県北安曇郡小谷村

事業採択 平成31年度 完了

主な事業
の諸元

事業内容：横ボーリング工　、　明暗渠工

事業期間

総事業費
（億円）

1.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域では、平成29年10月に小規模地すべりが発生し、平成30年4月に再び地すべり活動が活発になった。
・地すべりにより国道への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
・地すべり対策工事を実施することにより、国道等被害の軽減を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：地すべりによる被害の軽減
・施策目標：土砂災害の防止・減災を推進する

基準年度

1.0 B/C 1.1 B-C 0.1

便益の主
な根拠

主要交通機関：国道等

事業全体
の投資効
率性

資産（-10%～+10%） 1.0 1.1

平成30年度
B:総便益
(億円)

1.1 C:総費用(億円)

1.0 1.2
残工期（+10%～-10%） 1.0 1.1

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 当該地区の地下水位の低下が図られる。
② 当該地区の地すべりブロックの計画安全率が向上する。
③ 地すべり災害による、交通が遮断されることによる影響を軽減できる。

その他 砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

4.6

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%）

＜新規事業採択時評価＞
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虫尾地区事業間連携砂防等事業位置図

（地）虫尾地区

位置図

長野県

むしお

実施箇所

凡例
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その他 砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 地すべりの発生を抑制することにより、被害が想定される人家61戸、地域防災計画に位置づけられた避難所１箇所、第一次緊急輸送路に指
定された国道19号等を保全することができる。

EIRR
（％）

42.3

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 8.4 10.3
残工期（+10%～-10%） 9.1 9.3

B/C 9.3

資産（-10%～+10%） 9.1 9.5

C:総費用(億円) 4.0

便益の主
な根拠

世帯数：61世帯　　重要公共施設：3施設　　主要交通機関：国道19号、県道戸隠篠ノ井線等

平成26年度
B:総便益
(億円)

37.4 B-C 33.4

事業全体
の投資効
率性

基準年度

2.7

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞

・事業区域では地下水位が高く恒常的に湧水や湿地が見られ、地すべり地形が明瞭である。
・道路に亀裂や押し出し地形があり、随所に斜面崩落が発生している。
・地すべりによる人家61戸、地域防災計画に位置づけられた避難所1箇所、第一次緊急輸送路の国道19号への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　・地すべり対策事業を実施し、地すべりの安定化を図ることにより、村山地区の人命、資産等を保全する他、避難所、第一次緊急輸送路の保全
を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

完了 平成33年度

総事業費
（億円）

今井　一之

事業期間 事業採択 平成31年度

主な事業
の諸元

主要施設：集水井工、横ボーリング工、水路工

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

実施箇所 長野県長野市

事業
主体

長野県
担当課長名

事業名
（箇所名）

村山地区事業間連携砂防等事業
担当課

＜新規事業採択時評価＞
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村山地区事業間連携砂防等事業位置図

(地）村山地区

位置図

長野県 むらやま

実施箇所

凡例

国道19号

（一）犀川
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 地すべりの発生を抑制することにより、被害が想定される人家35戸、災害時要援護者関連施設を保全することができる。

その他 砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

7.4

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 1.5 1.8
残工期（+10%～-10%） 1.6 1.7
資産（-10%～+10%） 1.5 1.8

平成26年度
B:総便益
(億円)

5.9 C:総費用(億円) 3.5 B/C 1.7 B-C 2.4

便益の主
な根拠

世帯数：35世帯　　重要公共施設：2施設　　主要交通機関：県道戸隠篠ノ井線、市道栄和線等

事業全体
の投資効
率性

基準年度

1.9

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞

・事業区域では地下水位が高く恒常的に湧水が見られ、地すべり地形が明瞭である。
・道路構造物に亀裂や、斜面崩落が発生している。
・地すべりによる人家35戸、災害時要援護者関連施設2カ所への被害が懸念される。

＜達成すべき目標＞
　・地すべり対策事業を実施し、地すべりの安定化を図ることにより、大河地区の人命、資産等を保全する他、災害時要援護者関連施設の保全を
図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間

総事業費
（億円）

平成31年度 完了

主な事業
の諸元

主要施設：集水井工、横ボーリング工、水路工

平成32年度

担当課長名 今井　一之

実施箇所 長野県長野市信州新町

事業採択

事業名
（箇所名）

大河地区事業間連携砂防等事業
担当課

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業
主体

長野県

＜新規事業採択時評価＞
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大河地区事業間連携砂防等事業位置図

(地）大河地区
位置図

長野県

おおが

実施箇所

凡例
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担当課 事業
主体

長野県
今井　一之

水管理・国土保全局砂防部
砂防計画課

事業名
（箇所名）

福島地区事業間連携砂防等事業

平成３９年度

担当課長名

実施箇所 長野県下伊那郡天竜村

事業採択 平成３１年度

主な事業
の諸元

主要施設：集水井工、アンカー工、表面排水工

完了

総事業費
（億円）

事業期間

5.0

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・事業区域周辺では、平成30年に地すべりが発生しており、人家や国道418号、JR飯田線について地すべりによる被害および河道閉塞による湛
水、氾濫被害が想定される。

＜達成すべき目標＞
・福島地区の地すべりブロックにおいて対策施設の整備を行い、地すべり等による国道418号等への被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

基準年度

4.0 B/C 3.8 B-C 11.0

便益の主
な根拠

想定氾濫面積：9ha　　世帯数：42世帯　　主要交通機関：国道418号等

事業全体
の投資効
率性

資産（-10%～+10%） 3.9 4.0

平成３０年度
B:総便益
(億円)

15 C:総費用(億円)

3.6 4.4
残工期（+10%～-10%） 3.9 4.0

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 地すべりが発生すると、一級河川である天竜川が河道閉塞し、大規模な湛水・氾濫被害が起こり基幹集落である平岡地区に影響する恐れが
あるため、これを防止する。

その他 砂防事業評価委員会において、平成31年度からの予算化が妥当と意見をいただいた

EIRR
（％）

8.1

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%）

＜新規事業採択時評価＞
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福島地区事業間連携砂防等事業

(地)福島地区

位置図

長野県

ふくしま

天龍川

（国）418号

実施範囲

凡例

国土地理院使用承諾済み
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